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組織的安全マネジメント ケーススタディ 国土交通省 国土交通政策研究所 

No.032 小田急箱根高速バス㈱ 【輸送モード：バス】 

「電鉄の安全風土と家庭的風土を礎に添乗指導を徹底して事故防止に取り組む」 

 

１．概要 
企業情報 

所在地 東京都世田谷区宮坂 3 丁目 1 番 60 号 創立 2000 年 
年 商 11 億円 人員数 92 名 (ｱﾙﾊﾞｲﾄ等含む) 資本金 5,000 万円 
拠点数 本社及び経堂営業所、小田急高速

バス案内所、御殿場インター前案

内所の計 4 拠点 

車両等 32 両 大型：31 両、中型：1 両

事業内容 一般乗合旅客自動車運送事業、一般貸切旅客自動車運送事業他 
輸送品目 貸切及び乗合旅客他 
取引先 旅行会社、一般旅客他 

 
組織的安全マネジメントの特長 

義務付け対象事業者ではないが、運輸安全マネジメントを取り入れて運用しており、制度開

始当初から導入がスムーズに行えたのは、電鉄の安全風土が礎にあり、経営トップ自らによ

る安全体制の構築、整備が実践されたことによる。 
社長自ら、役員と一緒に現場の点呼に立ち会ったり、巡回・直接指導を行っており、現場と

日常的にコミュニケーションを図ることにより、直接現場の生の情報を収集するように努め

ている。 
ヒヤリハットの情報の共有化が大切であり、事故発生地点等の危険マップを作成、掲示して

いる。また、事故が多発している箇所等を要注意箇所と特定して年平均 3～４回の全員への

添乗指導を実施し、再発防止を図ることで、事故件数の減少につなげてきている。 
 
調査者所見 

小田急電鉄運輸部からの分社化、設立をきっかけにドライバーの選別、教育を改めて徹底

し、ゼロベースで組織作りをおこなってきた。鉄道の安全風土を礎に、事故発生地点等の分

析、添乗指導の実施の徹底など、安全対策を地道に継続し、現在まで着実に事故率が低下し

ている。トップ自ら働きやすい職場づくりを目指しており、日常的な現場とのコミュニケー

ションにより、社員の安全意識高揚を図り、結果として安全活動の継続、事故件数の減少に

つながっていることを実感した。 
 
調査情報 

調査日 2009 年 12 月 8 日 訪問先 本社及び車庫 
対応者 代表取締役社長、常務取締役、総務部長、営業部長 
（注）企業情報等の内容は調査日を基準日とした内容である 
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組織的安全マネジメント ケーススタディ 国土交通省 国土交通政策研究所 

２．会社の概要、創業からの成長経過 

昭和 44 年から、車両 15 両、約 30 名(本社 8 名)によるバス事業が小田急電鉄で開始さ

れ、昭和 47 年から貸切事業にも参画した。 
平成 12 年 8 月に小田急電鉄運輸部から分社化・設立され、平成 13 年 4 月から新宿-

箱根間の営業運転を開始した。平成 14 年 3 月にはバス利用者のための駐車場を御殿場に

設置し、現在は 230 台の駐車設備に拡張している。 
平成 16 年 7 月から羽田空港線を開設し、京浜急行との共同運行で羽田-箱根桃源台間

の 8 往復を運行しており、平成 21 年 3 月からは、新宿駅-修善寺間を開設、東海バスと

の共同運行で 1 日 4 往復の運行を開始した。 
現在のバス利用者は、当初の運行開始年度のほぼ倍の約 70 万人となっており、一般の

路線利用者のほか、観光、通勤利用などの周辺地域の生活の動線として利用されており、

周辺地域の利用者は全体の約 60％となっている。 
現在、車両は 32 両すべて大型車両であり、乗合が 27 両 、貸切が 5 両の構成となって

いる。 
貸切りでは、ウェブで予約ができる新宿から御殿場のアウトレットへのツアー関係や

富士霊園などへの運行を行っている。 
輸送人員は開業以来から着実に増えてきたが、現在、土日が約 10％減、平日で約 5％

減の状況であり、今年度は諸情勢の影響を受けることを危惧している状況であるが、安

全・品質・サービスの拡充を図るとともに、堅実な経営が行われている。 

３．トップの考え方 
小田急電鉄から社長に就任し、小田急グループから管理者を招くことにより、分社化

当時からの鉄道の安全風土を継続し、安全対策を遂行している。 
電鉄時代からの取り組みを継続してきた一方、電鉄時代のドライバーは、やや独善的

な方も多かったことから、分社化をきっかけに異動等により、ほとんど新しいドライバ

ーに入れ替えた。結果として「選別」「教育」によりゼロベースから組織をつくることに

なり、苦労も多かったが、なんとか形になった。 
安全確保を最重要と捉え、義務付け対象事業者ではなかったが、平成 18 年から運輸安

全マネジメントの導入・運用を開始した。平成 21 年 10 月から義務付けとなった。 
運輸安全マネジメントの導入がスムーズに行えたのは、電鉄の安全風土が礎にあった

ことが背景にある。課長以上の管理者が小田急グループからの出向者や OB であり、鉄

道分野での安全体制の構築経験が、現在までの事故件数の減少に活かされた。主任者制

度を設定するなど、経営トップ自らによる体制の強化も原動力となった。 
プロパーの人も入社しており、今後はプロパーの割合を増やしていく考えであり、安

全確保の継続強化に向けた育成を行い安全管理の要となることを願っている。 
家庭的な雰囲気であり、社員の誕生日にケーキを渡したり、記念品を配布しており、

全体会議の後に懇親会を開くなど、働きやすい職場づくりを目指している。 
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組織的安全マネジメント ケーススタディ 国土交通省 国土交通政策研究所 

４．組織的安全マネジメントへの取り組み 
Ａ）トップのコミットメントと行動 

ポイント CL 項目※

◆社長自ら、役員と一緒に現場の点呼に立ち会ったり、巡回・直接指導を行っ

ており、現場と日常的にコミュニケーションを図ることにより、直接現場の

生の情報を収集するように努めている。 

Ａ１、Ｂ１

Ｄ４ 

◆家庭的な雰囲気づくりを目指しており、乗務員と一緒に食事をするなど、社

長自ら現場と日常的にコミュニケーションを図ることにより、直接現場の生

の情報を収集するように努めている。 

Ａ１、Ｂ１

、Ｂ３ 

※CL 項目とは、組織的安全マネジメントチェックリストの項目である。項目の内容につい

ては「７．組織的安全マネジメント チェックリスト自己評価結果」参照。 
 
・社長自ら、役員と一緒に現場の点呼に立ち会ったり、巡回指導を行っている。 
・社長自ら現場への直接指導を心掛けている。 
・本社が営業所と同じ場所にあるため、乗務員と一緒に食事をするなど、社長が現場と日

常的にコミュニケーションを図っている。 
・社長自ら、直接現場の生の情報を収集するように努めている。 
・役員も御殿場営業所の仮眠施設に宿泊することがある。外食が面倒なため乗務員に食事

を作り一緒に食事する機会もあり、家庭的な雰囲気をつくっている。現場との直接の情

報交換の場としても役立っている。 
・事故には、車両交通事故のほかに営業事故に関するものも含めてカウントし、対策を検

討している。 
・3 カ月ごとの無事故表彰、手当てを支給しているだけでなく、お客様からのお礼の手紙な

ども有益行動として表彰、支給の対象としている。 
・5 年ごとの永年勤続制度も実施している。 
・表彰制度は、平成 20 年に改定され、表彰金額が上げられた。 
・罰則については、事故判定会議が開催され、そこで罰則内容の討議が行われている。 
・賃金制度は、職能資格制度（定昇含む）を導入しており、従業員を代表するのは課長以

下約 60 名で構成される親和会である。 
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組織的安全マネジメント ケーススタディ 国土交通省 国土交通政策研究所 

Ｂ）マネジメントシステム 

ポイント CL 項目 
◆義務付け事業者ではないが、安全への積極的取り組みとして、平成 18 年 10

月に運輸安全マネジメントを取り入れた安全体制が運用されており、安全管

理規程を作成し、毎年、進捗状況を確認進行中である。 

Ｂ１、Ｂ２

、Ｂ３ 

◆義務付け対象事業者ではないが、運輸安全マネジメントを取り入れて運用し

ており、制度開始当初から導入がスムーズに行えたのは、電鉄の安全風土が

礎にあり、経営トップ自らによる安全体制の構築、整備が実践されたことに

よる。 

Ｂ１、Ｂ２

、Ｂ３ 

◆ヒヤリハットの情報の共有化が大切であり、事故発生地点等の危険マップを

作成、掲示している。また、事故が多発している箇所等を要注意箇所と特定

して年平均 3～４回の全員への添乗指導を実施し、再発防止を図ることで、

事故件数の減少につなげてきている。 

Ｂ３．Ｃ３

、Ｃ４ 

◆ヒヤリハットの情報収集、分析を行っており、 事故発生地点等の危険マッ

プを作成、掲示している。 
Ｂ３．Ｃ３

、Ｃ４ 
 
【人事・マネジメント関連について】 
・平成 18 年 10 月に運輸安全マネジメントを取り入れて運用を行っている。 
・運輸安全マネジメントの導入が制度開始当初から導入がスムーズに行えたのは、2000 年

の分社化の際に経営者や安全に関わる担当者が鉄道からの出向者であり、鉄道の運転安

全規範である綱領「(1)安全の確保は輸送の生命である。(2)規程の遵守は安全の基礎であ

る。(3)執務の厳正は安全の要件である。」の 3 点を厳守する電鉄の安全風土が引き継がれ

礎にあったことによるものである。 
・安全管理規定を作成している。 
・毎年、安全目標を立案し、進捗状況を確認進行中である。 
・方針、目標は事務所当に掲示して周知、徹底している。 
・中期計画としては、以下のとおりである。 

(a) バス位置情報 
(b) ドライブレコーダーの導入 
(c) バス増車の場合に備えての御殿場へのバス車庫設備 

・ヒヤリハットの情報収集、分析を行っており、 事故発生地点等の危険マップを作成、掲

示している。 
・今年に入り、渋滞に関連した事故の傾向に変わってきており、その分析、対策を検討中

である。 
・課長以上の管理者は小田急電鉄からの出向者や OB である。 
・プロパーの人も入社してきており、今後はプロパーの割合が増やしていく考えである。 
・単独運行が許可されてからの定着率は良く、仮眠室を個室に改善したことも良い結果に

なっていると考えられる。 
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組織的安全マネジメント ケーススタディ 国土交通省 国土交通政策研究所 

・勤続年数が開業以来続いている社員は、現在 10 名いる。 
・GPS 機能が設備されており、運行中に異常が発生すると車内の緊急ボタン操作により運

行管理担当者の監視システムパソコンに強制的にアラームが表示される設定になってい

る。  
・社内の事故は、連絡を無線で行っていることもあり、すぐに社員に伝達される。 
・整備管理者を 3 名選任しており、本社、御殿場営業所、小田急車両工業による協同管理

体制を敷いている。  
 
【安全に関する費用について】 
・ドライブレコーダーは本年 3 月から導入を開始し、これまでに全車に導入した。 
・ドライブレコ－ダ－は、常時録画するように設定してあり、前方、車内及び車両左側を

監視している。 
・車庫構内にも安全、セキュリティ対策のために監視カメラが設置されている。 
・災害時等の万一のために、本社事務所と案内所に衛星電話を設備している。 
・1 年のうち 8～9 カ月エコタイヤを使用しており、一般タイヤよりも割高であるが、約 2％

の燃費削減効果があり、CO2削減の環境対策面も考慮し導入している。 
 
Ｃ）教育訓練制度 

ポイント CL 項目 
◆乗務員の研修では、全体会議でのドラレコの映像活用のほか、社員全員から

「自分ならどうする」のシ－トに各自記入提出する通信教育方式も導入して

いる。 

Ｃ１、Ｃ３

、Ｂ１ 

◆事故発生地点等の危険マップを作成し、事故が多発している箇所等を要注意

箇所と特定している。添乗指導の実施を徹底することにより、再発防止を図

り、平均すると 3～4 カ月に 1 度のペースで全員に実施されている。 

Ｃ２、Ｃ４

Ｂ１、Ｄ４

【採用・新人研修関連について】 
・面接、実技、筆記、適性診断、健康診断により選定している。 
・採用においてはサービスに向いている人を重視して選定しており、これは鉄道風土の継

承である。 
・安全に重点を置いており、却って白紙の人の方が安全意識が自己流で染まってしまって

いる人よりも好ましく、ある程度実技が悪くても教育でカバ－する方針としている。 
・現在、3 名の新人が研修中であるが、全員バス乗務の経験がなく、全く別の業界から来た

人である。 
・採用者は 1 年間の契約運転者となり、最低 2～3 カ月の教育研修を受け、添乗教育にポイ

ントを置いた研修が行われている。 
・研修途中で辞めてしまう人もいたが、単独運行許可後に辞める人はほとんどいない。 
・単独運行が許可された後も追指導を行っている。 
【乗務員の研修等について】 
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組織的安全マネジメント ケーススタディ 国土交通省 国土交通政策研究所 

・添乗指導の他、ヒヤリハットと KYT 活動による定期的研修が実施されている。 
・問題のあったドライブレコーダーの映像を研修資料に活用している。 
・7 月と 12 月に開催されている全体会議の中で、事故防止研究に関する議題があり、ドラ

レコの映像を活用している。 
・事故事例に関しては、自社の他、バス協会からの資料や他社の事例などを配布して、社

員全員から「自分ならどうする」のシ－トに各自記入提出する通信教育方式も導入して

いる。 
・事故防止研究については、車両火災などの整備面に関するものも含まれている。 
・軽微な事故が発生しており、事故惹起者からは、その時の心理状態も含めて報告をさせ

ている。 
・報告された内容は、半年ごと・1 年ごとにとりまとめて分析を行っている。 
・事故惹起者には、事故判定会議の結果により、NASVA の特別講習も受講させており、受

講したことによる事故防止効果が認められている。 
・事前に事故状況を NASVA に提出し、カウンセラーによる面接も行っており、短期集中

的な研修に努めている。 
・特別診断結果については、本人にも診断結果を渡して、自己確認をさせている。 
・ヒヤリハットの情報の共有化が大切であり、事故発生地点等の危険マップを作成、掲示

している。 
・また、運行ルートでの事故の発生場所が、ほぼ特定されていることが分かり、添乗指導

により全員に浸透させ、事故を減らしていった。 
・事故が多発している箇所等を要注意箇所と特定し、添乗指導の実施を徹底することによ

り、再発防止を図っている。 
・添乗指導は定期的に実施されるものと年末年始、交通安全運動期間などに実施されるも

のがあり、平均すると 3～4 カ月に 1 度のペースで全員に実施されている。 
 
Ｄ）現場管理 

ポイント CL 項目 
◆本社と営業所合同での朝礼を実施しており、収支報告、訓示、交通状況、安

全に関する注意事項等の内容が伝達されている。 
Ｄ１、Ｄ５

、Ｂ３ 
◆乗務員が睡眠を確保できるように、個室(6 部屋)の仮眠施設に改善、設備し

た。 
Ｄ８、Ｂ１

 
【日常業務等について】 
・本社と営業所合同での朝礼を実施しており、収支報告、訓示、交通状況、安全に関する

注意事項等の内容が伝達されている。 
・点呼時は、天候や道路事情等の連絡、事故事例を伝え安全の再確認を徹底している。 
・アルコールチェックでは、法令数値の 0.15mg/ℓではなく 0 以外であれば出勤停止させて、

事故扱いとしている。 
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組織的安全マネジメント ケーススタディ 国土交通省 国土交通政策研究所 

・アルコールに関する研修も実施し、全員に生活指導も実施している。 
・過去にアルコールチェックで NG の出た人はいたが、アルコールに関しては厳罰を課し

ているため、2 回出た人は在籍していない。 
・乗務員が睡眠を確保できるように、個室(6 部屋)の仮眠施設に改善、設備した。 
・車両は、最低 2 日に 1 回のペースで乗務員が洗車、清掃を行っている。 
・帰庫時に燃料を自社給油設備にて給油を行っている。 

【小集団活動について】 
・班制度はなく、主任運転士がリ－ダ－となり適宜乗務員をまとめている。 
・主任運転士には現在 3 名が選任されている。 

【情報や会議、外部との連携について】 
・日常的に社長が現場とコンタクトを取っており、直接現場の生の情報を収集するように

努めている。  
・会議には下記のものが開催されている。  

(a) 取締役会  
   開催日 ：その都度 
   メンバー：社長・常務取締役・総務部長 
   議題  ：決議事項の都度 
 (b) 経営会議 各月開催 
   メンバ一：社長・常務取締役・部長・課長 
   議題  ：経営施策・基本方針、執行方針および経営全般 
 (c) 経営推進会議  
   毎月月末開催 
   メンバ一：社長・常務取締役・営業部長・総務部長・課長・主任事務員・操車助 
   議題  ：社長の話以下 1 ヵ月の経過報告(収入等含む)等 
 (d) 管理者会議  
   毎月経営推進会議前開催 
   メンバー：営業部長・主任事務員・主任整備士・操車助役・案内主任 
   議題  ：1 ヵ月の経過報告等 
 (e) 全体会議  
   7 月、1 2 月開催 
   メンバー：全所属員 
   議題  ：コンプライアンスの研修、収入報告、事例研究(ヒヤリ・ハット)等 
 (f) 安全衛生会議  
   毎月管理者会議前後開催 
   メンバー：管理者会議出席者及び安全管理者 
   議題  ：月の反省及び次月の実施目標 
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５．顧客や取引先との関係 

取引先は、主にグル－プ会社であり、小田急電鉄、小田急車両工業などである。車両

の導入も小田急車両工業から行っている。 
社内でのお客様への注意事項等の伝達は、文章による表示よりも映像によるアナウン

スの方が分かりやすいこともあり、そのためのテレビを導入し、車内のシートベルト着

用のお願いなどのアナウンスには、国外のお客様の利用も配慮し、日本語のほかに英語、

中国語、韓国語の表示も行われている。 
また、GPS による運用管理の導入により、利用するお客様が携帯電話で目的のバスの

現在位置を確認できるサービスも行っている。 
本社には 33 両の駐車スペースがあり、現在 32 両を駐車中であり、すでに洗車場の周

りには高い塀を設置している。 
小田急グループによる交通事業者安全統括管理者会議が年１回開催されており、各事

業者の安全取り組み現況や事故事例とその検討内容、対策内容の報告などについて討議

されており、小田急グループ全体での安全確保、サービスの拡充が図られている。 
 
 

６．安全に関係する実績データ 

【交通事故発生率】 
開業時より死亡事故は皆無である。 
事故件数は、有責事故のほかに無責の事故もカウントしており、上記の事故件数にはガ

ードレールへの接触や営業事故(バス停留所の通過等) などの軽微な事故も含めており、物

損事故が、全体の事故件数の約 80％となっている。 
事故件数は下記のとおりである。 

年 事故件数(件) 走行距離:約(km) 交通事故発生率(件/10 万 km)

2008 年 23 3,494,000 0.658

2007 年 25 3,476,000 0.719

2006 年 26 3,373,000 0.771

2005 年 28 3,202,000 0.874

2004 年 25 2,889,000 0.865

2003 年 26 2,380,000 1.092

2002 年 25 2,236,000 1.118

2001 年 30 2,171,000 1.382

  計算式：事故件数÷走行距離×10 万 km      
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７．組織的安全マネジメント チェックリスト自己評価結果 

区分 項目 評価

Ａ 
トップのコミット 

メントと行動 

Ａ１ 行動見本（現場巡回） ウ 
Ａ２ 経費予算配分 ウ 
Ａ３ 賞罰制度 ア 

Ｂ 
マネジメント 

システム 

Ｂ１ 理念・行動指針 イ 
Ｂ２ マネジメントサイクル イ 
Ｂ３ 情報管理のしくみ（安全の実績・情報） ウ 
Ｂ４ 人員配置と異動 ア 
Ｂ５ 管理者育成 イ 
Ｂ６ 協力業者管理（関連会社等） ウ 
Ｂ７ お客様の評価 ウ 

Ｃ 教育訓練制度 

Ｃ１ 採用・新人教育 イ 
Ｃ２ 運転スキル、作業スキル訓練 イ 
Ｃ３ 事故分析、再発防止教育 ア 
Ｃ４ ＫＹＴ、ヒヤリハット イ 
Ｃ５ 小集団活動（班活動） イ 

Ｄ 現場管理 

Ｄ１ ルールの順守 イ 
Ｄ２ 日常点検・整備 ウ 
Ｄ３ 整理、整頓、洗車、清掃 イ 
Ｄ４ 現場巡回指導（街頭指導） ア 
Ｄ５ 点呼・朝礼 ウ 
Ｄ６ 身だしなみ、服装 ウ 
Ｄ７ 挨拶、返事、報告 ウ 
Ｄ８ 時間管理、生活管理 イ 
Ｄ９ 協力意識 イ 

※組織的安全マネジメントのチェックリスト（詳細）は、国土交通政策研究所のホームペ

ージから入手可能。検索エンジンで「国土交通政策研究所」と入力。“●研究会・アドバイ

ザー会議等”のページにある“運輸企業のための組織的安全マネジメント手法に関する調

査”「第 3 回アドバイザリー会議資料（平成２１年３月１７日）資料３」の郵送調査票参照。 
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帳票類：資料「自分ならどうする」（例）－1/5 
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帳票類：資料「自分ならどうする」集計（例）－3/5 
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帳票類：資料「自分ならどうする」集計（例）－4/5 
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帳票類：資料「自分ならどうする」集計（例）－5/5 
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帳票類：資料「輸送人員の推移」と「貸切りバス稼働推移」 
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以上

帳票類：資料「開業時からの事故発生件数の推移」 


